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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、さまざまなステークホルダーと公正で良好な関係を構築し、当社グループの持続的な成長と長期的な視野に立った企業価値の
向上をめざします。そのため、意思決定の迅速化を図るとともに、チェック機能の強化を図ることで、経営の健全性、透明性、効率性を確保するこ
とを重要な課題と位置づけ、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組みます。

なお、当社のコーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方と方針については、「コーポレート・ガバナンス・ガイドライン」としてまとめ、当社
ホームページに公表しています。（https://www.maruha-nichiro.co.jp/)

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則（「プライム市場向けコード」の各原則を含みます）について、全て実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　いわゆる政策保有株式】

当社は、取引関係の維持強化を目的に、政策保有株式として取引先の株式を保有します。

当社の事業戦略及び取引上の関係などを総合的に勘案し、その投資価値を判断することを基本方針とします。

当社の取締役会では、毎年１回、個別の政策保有株式の投資価値を検証し、当社の事業戦略や取引上の関係から継続保有の意味合いが薄れ
てきたと判断される銘柄に関しては、株価や市場動向を踏まえ、売却等の縮減を進めます。

検証の結果、2023年３月末時点で52銘柄の上場株式を保有しております。

政策保有株式の議決権行使にあたっては、中長期的な株主価値向上に資することを前提に、当該取引先の会社提案を尊重します。但し、合併・
会社分割などの組織再編等により株主価値が大きく毀損される場合や、不祥事等のコーポレート・ガバナンス上の重大な懸念が生じている場合に
は、その改善に資するよう議決権を行使します。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社の取締役及び取締役が実質的に支配する法人との競業取引及び利益相反取引については、取締役会の決議を要することとしています。

その他の関連当事者との重要な取引については、取引条件及びその決定方法の妥当性を取締役会において審議し、決議します。

【原則２－４－１　中核人材の登用等における多様性の確保】

１）中核人財の登用等における多様性の確保について

当社は、多様性を尊重し、性別、年齢、国籍、障がい、性的指向、価値観などにかかわらず、公正・公平な人財採用・登用の推進に取り組んでいま
す。

当社は女性の活躍推進を含めて多様な人財が安心して活躍できる環境の整備を進めています。2030年において管理職に占める女性比率を15％
以上とする目標を設定しています。なお、当社の2023年４月１日時点での女性管理職比率は7.0％となっています。

2030年において取締役会女性比率を30％とする目標を設定しています。なお、当社の2023年６月27日時点での取締役会女性比率は15.4％となっ
ています。

2030年において新卒採用女性比率50％維持の目標を設定しています。なお、当社の2023年度入社社員の女性比率は52.3％となっています。

また、当社では、国籍を問わない多国籍な人財採用を進めてきておりますが、外国籍の社員は、現在は少数となっております。当面は受け入れ体
制を整えながら１年間に複数名採用することを目標としています。なお、当社の2023年６月27日時点での取締役会外国人比率は7.7％となってい
ます。

中途採用者については、2022年度の採用は41名であり、うち女性は16名（39.0％）となっています。

２）多様性の確保に向けた人財育成方針、社内環境整備方針

当社は、価値創造を通じて、成長し続ける企業グループであるために「ダイバーシティ＆インクルージョン行動宣言」を制定しました。

従業員一人ひとりが活き活きと働き、誰もが自らの強みを存分に発揮し、その能力を最大限に活かすことができるよう、「健康経営」「男性の育休
取得支援」「育児と仕事の両立支援」「障がい者雇用」等の取り組みを推進し、多様性を尊重する企業文化を醸成してまいります。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、マルハニチロ企業年金基金を設立し企業年金制度を運営しています。当該基金の人材は、当社社員を中心にその適性を判断して登用・
配置を行っており、今後も計画的な人材の登用・配置を行ってまいります。

【原則３－１　情報開示の充実】

(i)当社グループは、「誠実を旨とし、本物・安心・健康な『食』の提供を通じて、人々の豊かなくらしとしあわせに貢献します」をグループ理念と定め、
グループ理念の実践により、社会への責任を果たします。

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に取り組むため、中期経営計画を策定しています。

中期経営計画では目標とする経営指標を設定し、補足資料の作成とホームページへの掲載、アナリスト向け説明会の開催などを通じ、目標実現
のための施策を理解してもらうべく努めます。



(ii)当社は、コーポレート・ガバナンス・ガイドラインにより、当社並びに関係会社からなる当社グループにおけるコーポレート・ガバナンスに関する基
本的な考え方及び枠組みを明らかにします。

本ガイドラインは、当社取締役会において継続的に見直し、本ガイドラインを改訂した場合には、適時適切にその内容を公表します。

当社グループは、さまざまなステークホルダーと公正で良好な関係を構築し、当社グループの持続的な成長と長期的な視野に立った企業価値の
向上をめざします。

そのため、意思決定の迅速化を図るとともに、チェック機能の強化を図ることで、経営の健全性、透明性、効率性を確保することを重要な課題と位
置づけ、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組みます。

(iii)当社の経営陣・取締役の報酬については、①固定報酬②短期業績連動報酬③中期業績連動型株式報酬の３つの要素で構成されます。短期
業績連動報酬は年次の連結経常利益を評価基準とし、中期業績連動型株式報酬は中期経営計画の達成度を評価基準としています。なお、社外
取締役の報酬は固定報酬のみとなります。

報酬制度及び水準等は、指名・報酬委員会にて審議し、取締役会の決議により決定します。

(iv)取締役候補者については、社内外を問わず、優れた人格、見識、能力及び豊富な経験とともに、高い倫理観を有する者を指名します。 特に社

外取締役については、会社経営、危機管理、法令遵守、財務会計等のいずれかの分野の知見を有する者を指名します。

監査役候補者については、監査役会の同意を得て指名します。

取締役、執行役員候補者は、指名・報酬委員会にて審議し、取締役会の決議により決定します。

(v)社外取締役・社外監査役候補者の選任理由につきましては、「株主総会招集ご通知」の株主総会参考書類並びに本報告書の「II 経営上の意思

決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の「１．機関構成・組織運営等に係る事項」【取締役関
係】及び【監査役関係】に開示していますので、ご参照願います。

社外取締役・社外監査役以外の取締役・監査役候補者につきましては、「株主総会招集ご通知」の株主総会参考書類において当該候補者の選任
理由を開示していますので、ご参照願います。

なお、取締役・監査役を解任する場合、その解任理由につきましては、「株主総会招集ご通知」の株主総会参考書類において開示致します。

【補充原則３－１－３　サステナビリティについての取組み等】

(１)サステナビリティについての取組み

当社は、社会、地球環境等のサステナビリティ課題への関心が世界的にますます高まり、事業を取り巻く外部環境も日々変化する中、変化への対
応、社内への重点課題の浸透、社内外のステークホルダーの意見を経営に反映していくことを重視し、重点課題を特定しました。今後は、それぞ
れの重点課題における「環境価値」「社会価値」の実現をめざしマネジメントを図っていきます。

なお、サステナビリティに関する取組みについては「統合報告書」及び「サステナビリティレポート」により開示しています。

（https://www.maruha-nichiro.co.jp/corporate/sustainability/report/）

また、経営会議の諮問機関としてサステナビリティ推進委員会を設置し、グループサステナビリティ経営全般の企画立案及び目標設定を行うととも
に、進捗状況の検証と評価、課題と情報の共有に努めています。

気候変動リスクに対する戦略は、ＴＣＦＤフレームワークに基づき策定しましたが、当社グループの事業は多岐にわたるため、まずバリューチェーン
上の重要性から川上に位置する養殖ユニットを気候変動リスクに対する戦略の対象事業に選定しました。ＴＣＦＤフレームワークを参照し気候変動
のシナリオ分析を実施し、気候変動リスクと機会の特定、財務インパクトの評価を行い、その対応策を検討しました。明確化された重要なリスクと
機会に対して対応策を講じることで、リスクの低減と機会の確実な獲得につなげ、気候変動に対してレジリエントな状態を目指してまいります。

（２）人的資本への投資

当社は、中期経営計画（2022～2024年度）において、「新しい時代のチェンジメーカー創出」を目標に、組織・人財の強化に取り組んでいます。各事
業が生み出す価値の拡大に必要な能力定義の策定と、それを活用したタレントマネジメントができる体制構築を目指します。同時に不足している
能力については、外部から積極的な採用活動によって補うとともに、教育プログラムの補強を実施します。

また当社の持続的な成長を実現させるため、サステナビリティ戦略（マテリアリティ）に貢献する人財もあわせて育成していきます。特にマテリアリ
ティのひとつである「生物多様性と生態系の保全」は、ブランドステートメント、現中期経営計画の３つのコンセプトのひとつとも合致しており、生物
多様性と生態系を適切に保全し、持続的な利用を図っていくことが、当社の競争力をさらに強化する重要な取り組みであると考えております。

このような背景から、水産資源の保全や水産業界の未来に対する人財戦略として、国際的な漁業・養殖認証規格制度や、国内外の水産行政等に
精通した人財の育成・確保を積極的に進めていきます。

これらの取組みを通じて、イノベーション、コラボレーション、インクルージョンを実現する企業風土の改革を目指します。

（３）知的財産への投資

当社は経営会議の諮問機関として知的財産委員会を設置し、知的財産に関する方針・戦略の立案、管理体制の整備・運用等を社内横断的に取り
組む体制を構築しています。

中期経営計画（2022～2024年度）においては、当社グループの競争優位の源泉を維持・強化するため、知財リスクへの対応と無形資産の活用・強
化をグループ全体で推進していきます。

具体的な取り組みについては現在、統合報告書における開示の準備、検討を進めているほか、当社ホームページ上での開示についても併せて検
討してまいります。

【補充原則４－１－１　業務執行の委任の範囲】

当社は、執行役員制度を導入して監督と執行を分離することにより、取締役会は独立した客観的な立場から、実効性の高い監督を行います。

取締役会は、当社グループの持続的な成長と中長期の企業価値向上を達成するために、経営の基本方針、経営戦略、サステナビリティ戦略、中
期経営計画、年度経営計画、資本政策等の経営重要事項を決定し、経営陣に具体的な業務執行を委任します。

取締役会は、法令で定める事項及び重要な業務執行の決定を除き、経営会議に対し、個別の業務執行についての決定を委任します。その区分
については、社内規程によって明確にします。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社において、以下の事項に該当しない場合、社外役員に独立性があると判断しています。

（ア）当社グループの主要取引先の業務執行者。なお、主要取引先とは、その取引金額が当社グループ又は取引先（その親会社及び重要な子会
社を含む）の連結売上高の２％を超える取引先をいう。

（イ）当社グループの主要借入先の業務執行者。なお、主要借入先とは、直近事業年度末における当社の連結総資産の２％を超える額を当社グ
ループに融資している借入先をいう。

（ウ）当社から役員報酬以外に、年間1000万円を超える金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計士、税理士又はコンサルタン

ト等

（エ）当社から年間1000万円を超える寄付又は助成を受けている者又はその業務執行者



（オ）上記（ア）から（エ）までに過去２年間において該当していた者

（カ）上記（ア）から（エ） に該当する者が、取締役、執行役、執行役員及び部長格以上の業務執行者又はそれらに準ずる権限を有する業務執行者

である場合、その者の配偶者又は二親等以内の親族

【補充原則４－１０－１　独立した指名委員会・報酬委員会の設置による独立社外取締役の適切な関与・助言】

当社は取締役、執行役員の指名・報酬について審議し、取締役会の監督機能及びコーポレート・ガバナンス体制の強化を図ることを目的として取
締役会の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しています。なお、取締役、執行役員の指名・報酬等に関しては取締役会において、指名・報酬
委員会からの答申を尊重し、決定しています。

指名・報酬委員会は、社外取締役がその構成員の過半数を占めることを原則とし、委員長及び委員は取締役会が選任しています。

提出日現在の構成員は、池見賢氏、半澤貞彦氏、飯村北氏（社外取締役）、奥田かつ枝氏（社外取締役）及び外ノ池佳子氏（社外取締役）であり、
委員長は池見賢氏であります。

【補充原則４－１１－１　取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

当社の取締役会は、３名以上20名以下の取締役により構成します。また、そのうち少なくとも３分の１以上は、独立社外取締役とします。

取締役候補者については、社内外を問わず、優れた人格、見識、能力及び豊富な経験とともに、高い倫理観を有する者を指名します。

特に社外取締役については、会社経営、危機管理、法令遵守、財務会計等のいずれかの分野の知見を有する者を指名します。

各取締役、各監査役が有する知識・経験・能力を明確にしたスキルマトリクスは、「統合報告書」にて開示しております。

（https://www.maruha-nichiro.co.jp/corporate/sustainability/report/）

なお、提出日現在の経営体制は、社外取締役４名を含む取締役８名であり、独立社外取締役のうち１名は外国人となっております。

【補充原則４－１１－２　役員が他の上場会社の役員を兼任する場合における兼任状況】

取締役、監査役の他の上場会社の役員の兼任状況は、「株主総会招集ご通知」、「有価証券報告書」に記載のとおりであります。

【補充原則４－１１－３　取締役会全体の実効性の分析・評価】

当社は、コーポレート・ガバナンス・ガイドライン第21条に定めるとおり、年１回、各取締役による取締役会の自己評価を実施し、取締役会において
その実効性について分析・評価を行い、結果の概要を開示することとしています。

《2022年度の評価結果概要》

１．2022年度評価の実施概要

（１）対象者

全取締役（６名）及び全監査役（５名）（2023年１月31日時点の現任者）

（２）対象期間

2022年４月～2023年１月

（３）実施方法

質問票形式の自己評価及びインタビューに基づく評価結果を踏まえ、取締役会において審議（実施にあたっては、外部専門機関を活用）

（４）実施期間

2023年２月～2023年４月

（５）評価項目（もしくはアンケート及びインタビューにおける主な質問テーマ）

①成長戦略・中期経営計画、②グループガバナンス、③リスクマネジメント、④コンプライアンス、⑤監査の信頼性の確保、⑥資源配分等、⑦任意
の仕組みの活用、⑧取締役会の多様性・資質・知見、⑨役員研修、⑩中核人財の多様性、⑪サステナビリティ課題への対応、⑫株主との対話、⑬
取締役会の運営（審議テーマ、取締役会の役割と責任、情報提供、指摘事項管理、等）、等

２．2022年度の評価結果

（１）評価結果概要

当社の取締役会は、適切に機能しており、概ね実効性が確保されていることを確認しました。

（２）昨年度課題と対応状況

①資源配分等に関する審議の充実

中期経営計画で示した価値創造経営の導入に伴い、その基盤構築の全体像と今後の取り組みに関する情報提供を行うとともに、事業ポートフォ
リオのあり方に関する意見交換を行いました。引き続き、資源配分等に関するモニタリングの強化および深度ある議論を促進するための環境整備
を段階的に進めてまいります。

②グループガバナンスに対するモニタリングの深化

グループコンプライアンスをはじめとするグループ会社の状況を定期的に取締役会へ報告するとともに、内部統制システムによりコンプライアンス
等の事象を検知した際は適時適切に報告し、取締役会の監督を受けております。引き続き、多様な子会社を有する当社の状況を踏まえたうえで、
グループガバナンスの在り方について議論を進めてまいります。

③株主・投資家等との対話方針等の更なる議論

株主との対話を通じて把握した要望やIR実績等の情報共有を行い、株主・投資家等との対話に関する議論の機会を設けました。今後も社外役員
の知見も活かしながら、対話方針等について議論を深め、執行での具体的な実行につなげてまいります。

④社外役員への情報提供の充実及びコミュニケーションの更なる促進

社外役員の当社に対する一層の理解促進を図るため、工場見学や執行による事業説明会等の機会を充実化させました。今後も、社外役員が希
望する情報を提供する仕組みの充実や社内外役員間のコミュニケーション促進等を通じ、効果的な情報提供のための環境整備を続けてまいりま
す。

（３）今年度課題と今後の取組み

取締役会の更なる実効性向上のため、以下の事項について継続的に取り組むべきであると認識され、改善を図っていくことに致しました。

①経営テーマの実質的な議論に重点を置いた戦略的な議題の設定

内外環境の変化等を受けて複雑化する重要な経営課題に対処し、価値創造経営の実践と持続的成長を図るためには、重要な経営テーマの実質
的議論をより一層充実させ、社内・社外役員の双方の知見・経験を組み合わせていくことが不可欠と認識いたしました。当社の経営課題に対し実
質的な議論に適した重要テーマを戦略的に選定することで、社内・社外役員双方の力を最大限に発揮し、より実のある議論を行う環境を整備して
まいります。

②社外役員の知見を十分に引き出し議論を深耕するための情報提供の仕組みの充実

社外役員の専門的知見を十分に活用し、実のある議論を行うために、審議テーマやタイミングを意識した計画的な情報提供を行うとともに、審議
に際し社外役員が希望する情報を適時に提供する仕組みを構築してまいります。

③執行モニタリングを具体化するための指標・頻度・深度の明確化と継続的改善

中期経営計画で掲げている価値創造経営の視点に立ったモニタリングや事業ポートフォリオの議論の更なる充実化に向けて、 執行の価値創造

経営の実践状況をモニタリングするための仕組みを段階的に構築し、取締役会における議論を踏まえながら継続的に改善を進めてまいります。



【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニングの方針】

当社は、新任の業務執行取締役に対し、企業経営、コンプライアンス等に関する研修を実施します。

また、業務執行取締役及び監査役を対象に、継続的に外部研修に参加する機会を提供し、会社はその費用を負担します。

社外取締役及び社外監査役は、当社グループの事業の理解を深めることを目的として、随時、事業に関する説明を受け、視察を実施する等の施
策を講じます。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主からの対話の申し込みに対しては、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、積極的に対応し、株主の希望と面談の主な関
心事項も踏まえた上で、必要に応じて、経営陣幹部又は取締役・監査役も面談に臨みます。

建設的な対話に関わる統括責任者は、経営企画部担当役員とします。

経営企画部担当役員並びに財務担当役員は、建設的な対話の実現のため、社内部門と協力して対応します。

経営企画部及び担当役員は、株主との個別面談以外に、経営陣の参加する決算説明会を開催し、更に必要に応じて、スモールミーティング、施設
見学会など、より多くの対話の機会を設けます。

また、これら対話において把握された株主の意見・懸念は、担当役員により必要に応じて経営陣幹部や取締役会に報告されます。

当社は、株主との建設的な対話を促進するため、自らの株主構造の把握に努めます。

インサイダー情報については、「内部情報管理及びインサイダー取引規制に関する規程」並びに「マルハニチログループ内部情報管理及びインサ
イダー取引規制に関する規程」を整備し、適切な運用に努めます。

【原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表】

当社は、中期経営計画（2022～2024年度）において、経営戦略とサステナビリティを統合することにより、すべてのステークホルダーに対してマル
ハニチロならではの企業価値を創造し、企業価値向上と持続的成長を実現していきます。企業価値の創造にあたり、事業の継続性を担保する土
台となる経済付加価値額として、投下資本利益率と加重平均資本コストの差に、投下資本を乗じ算出したものを指標にし取り組んでいます。また、
長期経営ビジョンの達成に向けて、持続的な経済価値創造を実現するため、内部及び外部環境を踏まえた、各事業の成長シナリオを鑑み、各事
業への資本投下方針を検討してまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,982,400 13.82

大東通商株式会社 4,931,921 9.76

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,250,400 4.45

農林中央金庫 1,864,272 3.69

株式会社みずほ銀行（常任代理人　株式会社日本カストディ銀行） 1,598,650 3.16

OUGホールディングス株式会社 846,326 1.67

東京海上日動火災保険株式会社 807,225 1.60

日本生命保険相互会社（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 739,385 1.46

DFA　INTL　SMALL　CAP　VALUE　PORTFOLIO（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京支
店）

674,170 1.33

株式会社山口銀行（常任代理人　日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 635,800 1.26

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

（１）2023年３月31日現在で記載しております。

（２）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）6,982,400株のうち、6,864,000株は投資信託2,556,000株、年金信託205,300株、その他信託4,
102,700株であり、国内機関投資家、公的年金等の保有によるものです。株式会社日本カストディ銀行（信託口）2,250,400株のうち、2,199,800株は
投資信託926,600株、年金信託175,300株、その他信託1,097,900株であり、国内機関投資家、公的年金等の保有によるものです。

（３）2019年２月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三菱UFJ信託銀行株式会社及びその共同保有者で
ある三菱UFJ国際投信株式会社が2019年１月28日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2023年３月31日現在
における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容
は次のとおりであります。

【氏名又は名称／所有株式数（株）／株券等保有割合（％）】

三菱UFJ信託銀行株式会社他１社／2,240,730／4.26



（４）2022年４月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社みずほ銀行並びにその共同保有者である
みずほ証券株式会社及びアセットマネジメントOne株式会社が2022年４月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社
として2023年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報
告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

【氏名又は名称／所有株式数（株）／株券等保有割合（％）】

株式会社みずほ銀行他２社／2,891,050／5.49

（５）2022年10月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行株式会社並びにその共同保有
者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日興アセットマネジメント株式会社が2022年10月14日現在で以下の株式を所有して
いる旨が記載されているものの、当社として2023年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め
ておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

【氏名又は名称／所有株式数（株）／株券等保有割合（％）】

三井住友信託銀行株式会社他２社／2,444,352／4.64

（６）2023年２月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ノムラ インターナショナル ピーエルシー（NOMURA INTERNATION

AL PLC）及びその共同保有者である野村アセットマネジメント株式会社が2023年２月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されている

ものの、当社として2023年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、そ
の大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

【氏名又は名称／所有株式数（株）／株券等保有割合（％）】

ノムラ インターナショナル ピーエルシー(NOMURA INTERNATIONAL PLC)他１社／2,540,400／5.02

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 水産・農林業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高
1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

飯村　北 弁護士

奥田　かつ枝 他の会社の出身者

外ノ池　佳子 弁護士

ブラッドリー・エドミスター 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



飯村　北 ○ ―――

弁護士として法令遵守の知見を有し、公正・中
立な立場から、豊富な経験と優れた見識に基
づき、社内取締役とは異なる観点からのグルー
プ経営に関するご意見をいただくことにより、当
社のコーポレート・ガバナンス及びグループ経
営に貢献していただくためであります。

また、一般株主と利益相反の生じるおそれがあ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定しております。

奥田　かつ枝 ○ ―――

主に不動産鑑定業務を通じて豊富な経験と優
れた見識を有し、また複数の企業で培われた
会社経営の知見に基づき、社内取締役とは異
なる観点からのグループ経営に関するご意見
をいただくことにより、当社のコーポレート・ガバ
ナンス及びグループ経営に貢献いただくためで
あります。

また、一般株主と利益相反の生じるおそれがあ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定しております。

外ノ池　佳子 ○ ―――

弁護士として法令遵守の知見を有し、公正・中
立な立場から、豊富な経験と優れた見識に基
づき、社内取締役とは異なる観点からのグルー
プ経営に関するご意見をいただくことにより、当
社のコーポレート・ガバナンス及びグループ経
営に貢献いただくためであります。

また、一般株主と利益相反の生じるおそれがあ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定しております。

ブラッドリー・エドミスター ○ ―――

米国ニューヨーク州弁護士としての長年の活動
を通して、M&A、プライベート・エクイティ、ジョイ
ントベンチャーなどクロスボーダーM&A分野に
おける豊富な経験と優れた見識を有しているこ
とから、社内取締役とは異なる観点からのグ
ループ経営に関するご意見をいただくことによ
り、当社のコーポレート・ガバナンス及びグルー
プ経営に貢献いただくためであります。

また、一般株主と利益相反の生じるおそれがあ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

当社は取締役、執行役員の指名・報酬について審議し、取締役会の監督機能の向上、及びコーポレート・ガバナンス体制の強化を図ることを目的
として、2018年12月25日付で取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会を設置しました。指名・報酬委員会は、過半数の社外取締役で
構成され、委員長及び委員は取締役会が選任します。

提出日現在の構成員は、池見賢氏、半澤貞彦氏、飯村北氏（社外取締役）、奥田かつ枝氏（社外取締役）及び外ノ池佳子氏（社外取締役）であり、
委員長は池見賢氏であります。

当事業年度において当社は指名・報酬委員会を２回開催しており、個々の構成員の出席状況については次のとおりであります。

【構成員の氏名／開催回数／出席回数】



伊藤滋／２回／１回

池見賢／２回／２回

中部由朗／２回／２回

飯村北／２回／２回

八丁地園子／２回／２回　

当事業年度の指名・報酬委員会では、株主総会後及び新年度の役員体制、役員報酬及び役員報酬制度改定、役員報酬に関する基本方針等に
ついて審議を行っております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役と会計監査人は、当社及びグループ会社における監査体制、監査計画、監査実施状況等についての意見交換等を目的として、定期連絡
会、監査立会い、その他情報交換を行っております。

監査役と内部監査部門の間では、内部監査部門が監査役に対し、当社及びグル－プ会社の内部監査を実施するに際して、その監査方針を事前
に確認するとともに、内部監査の結果に関して報告することとしております。また、内部監査部門は、取締役及び監査対象先の責任者に対し内部
監査の結果報告をするとともに、その概要について定期的に取締役会へも報告することとしております。なお、内部監査部門は、会計監査人との
定期的な打合せ、意見交換に加え、必要に応じて随時に打合せ、意見交換を実施しています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 4 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

綾　隆介 他の会社の出身者 △

大野 泰一 他の会社の出身者 △

木村 吉男 他の会社の出身者 △

兼山 嘉人 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

綾　隆介 ○
綾隆介氏は、2017年６月23日まで主要取
引銀行である株式会社みずほ銀行の常
務取締役に在任しておりました。

法律の要件に該当し、職歴、人格、能力、経

験、見識等において優れた方で取締役とは独

立の立場から監査を行っていただけると判断し
たためであります。

また、一般株主と利益相反の生じるおそれがあ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定しております。

大野 泰一 ○
大野泰一氏は、2020年３月31日まで主要
取引銀行である株式会社三菱UFJ銀行の
常務執行役員に在任しておりました。

法律の要件に該当し、職歴、人格、能力、経

験、見識等において優れた方で取締役とは独

立の立場から監査を行っていただけると判断し
たためであります。

また、一般株主と利益相反の生じるおそれがあ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定しております。

木村 吉男 ○
木村吉男氏は、2021年３月31日まで主要
取引銀行である農林中央金庫の執行役
員に在任しておりました。

法律の要件に該当し、職歴、人格、能力、経

験、見識等において優れた方で取締役とは独

立の立場から監査を行っていただけると判断し
たためであります。

また、一般株主と利益相反の生じるおそれがあ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定しております。

兼山 嘉人 ○ ―――

法律の要件に該当し、職歴、人格、能力、経

験、見識等において優れた方で取締役とは独

立の立場から監査を行っていただけると判断し
たためであります。

また、一般株主と利益相反の生じるおそれがあ
るものとして掲げられている事項に該当してお
らず、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 8 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、取締役（社外取締役及び国内非居住者を除く。）及び執行役員（国内非居住者を除く。以下、「取締役等」という。）に対する業績連動型株
式報酬制度　株式給付信託BBTを2022年６月28日開催の第78期定時株主総会において決議し、導入しました。本制度は、取締役等の報酬と当社
の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有すること
で、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書及び事業報告では、全取締役の支給人員及び支給額（固定報酬・業績連動報酬）を開示しており、社外取締役の支給人員及び
支給額（固定報酬・業績連動報酬）については、括弧書きにて開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

「株主総会招集ご通知」の事業報告中、「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項」に記載のとおりであります。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役及び社外監査役に対しては、取締役会における充実した議論に資するため、取締役会の議題の内容等につき、予め取締役会事務局

より報告することとしております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

相談役・顧問等の制度はございますが、現在、代表取締役社長等を退任した該当者はおりません。

また、当社は、元代表取締役社長等を相談役・顧問とする場合、指名・報酬委員会での審議の上、取締役会にて決定する旨、指名・報酬委員会規
程にて制定しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）取締役、取締役会、執行役員制度、経営会議

提出日現在の経営体制は、社外取締役４名を含む取締役８名であり、執行役員制度を導入して監督と執行を分離することにより、取締役会は独
立した客観的立場から、実効性の高い監督を行っております。

当事業年度において当社は定例取締役会を月１回開催しており、臨時取締役会を含めて取締役会を17回開催しております。また、個々の取締役
の出席状況については次のとおりであります。ただし、伊藤滋氏は、2023年１月31日をもって取締役を辞任しているため、在任中の取締役会の出
席状況について記載しております。なお、監査役の平均出席率は99％となっております。

【取締役の氏名／開催回数／出席回数】

伊藤滋／14回／12回



池見賢／17回／17回

粟山治／17回／16回

半澤貞彦／17回／17回

中部由朗／17回／17回

飯村北／17回／17回

八丁地園子／17回／17回

当事業年度の取締役会では、政策保有株式の検証、取締役会の実効性評価、役員報酬制度改定及び中期業績連動型株式報酬の導入検討、自
己株式の取得及び消却検討並びに国内無担保普通社債（ブルーボンド）の発行検討等を行っております。　

社外取締役に対しては、取締役会における充実した議論に供するため、取締役会の議題の内容等につき、予め取締役会事務局より報告しており
ます。

また、経営会議は、原則として週１回開催され、取締役会から委任された事項について迅速な経営の意思決定を行い、重要な事項については取
締役会に報告しております。

なお、当社では、独立性の高い社外取締役４名を独立役員として指定しております。

（２）監査役、監査役会

当社は、監査役制度を採用しており、提出日現在におけるその員数は５名(うち、４名が社外監査役)であり、うち４名が常勤の監査役であります。

当事業年度において当社は監査役会を７回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであります。ただし、清水裕之氏は、20
22年６月28日開催の定時株主総会終結の時をもって監査役を退任しているため、在任中の監査役会の出席状況について記載しており、大野泰一
氏は、2022年６月28日開催の定時株主総会において新たに監査役に選任されたため、就任後の監査役会の出席状況について記載しておりま
す。

【監査役の氏名／開催回数／出席回数】

清水裕之／２回／２回

綾隆介／７回／７回

大野泰一／５回／５回

田部浩之／７回／７回

兼山嘉人／７回／７回

奥田かつ枝／７回／７回　

監査役は、定期的に開催される監査役会において、監査の方針、監査計画、監査の方法、監査役の職務の執行に関する事項の決定を行い、取
締役会を含む重要会議ヘの出席、当社取締役及び部署長とのヒアリングの実施、国内外の子会社ヘの往査、会計監査人からの監査結果等の聴
取及び意見交換、グループ監査役連絡会の定期的開催等により、取締役の業務執行について監査を行っております。

当事業年度の監査役会での具体的な検討内容は、重点監査項目の選定を含む年次監査計画の策定、グル－プ内部統制システムの整備・運用
状況、常勤監査役の職務執行状況、内部監査部門との連携状況、監査上の重要な発見事項等、会計監査人の監査計画及び監査結果、会計監
査人の評価等に関する事項、会計監査人の報酬等に対する同意等であります。

なお、監査役の機能強化に関する取組状況につき、当社では、独立性の高い社外監査役４名を独立役員として指定しており、うち金融機関におけ
る長年の経験と豊かな知識を有する社外監査役３名を選任しております。

（３）会計監査

当社は、会社法に基づく会計監査人及び金融商品取引法に基づく会計監査に有限責任あずさ監査法人を起用しておりますが、同監査法人及び
同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別の利害関係はありません。

当社は、同監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査について監査契約書を締結し、同契約に基づき監査報酬を支払っております。

2022年度において業務を執行した公認会計士は、御厨健太郎、佐藤太基、西本弘の３名であり、監査業務に係る補助者は公認会計士９名、その
他29名であります。

監査役と会計監査人は、当社及びグループ会社における監査体制、監査計画、監査実施状況等についての意見交換等を目的として、定期連絡
会、監査立会い、その他情報交換を行っております。

会計監査人は、計画的に当社及びグループ各社に対する内部監査を実施している部門と連携し、会計監査を行っております。

（４）内部監査

当社は、関連法令の遵守、財務諸表報告の信頼性の保証、業務の有効性及び効率性の確認等を目的とする内部統制の一機能として、当社及び
当社グループにおける内部統制体制の有効性を検証し、その機能維持ヘの貢献のため、監査部を設置し、提出日現在において、19名の職員を
配置し内部監査を実施しております。

当社の内部監査は、当社グループ各社の経営諸活動全般にわたる管理・運営の制度及び業務の遂行状況を合法性と合理性の観点から検証・評
価し、その結果の報告、改善・助言等の提案を行うことにより、当社グループの財産の保全及び経営の効率を図ることを目的としております。

また、監査役と内部監査部門の間では、内部監査部門が監査役に対し、当社及びグループ会社の内部監査を実施するに際して、その監査方針を
事前に確認するとともに、内部監査の結果に関して報告することとしております。

（５）責任限定契約

当社と社外取締役飯村北氏、奥田かつ枝氏、外ノ池佳子氏及びブラッドリー・エドミスター氏並びに社外監査役兼山嘉人氏は、会社法第427条第１
項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令
に定める最低責任限度額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、執行役員による業務執行に対する取締役会による監督と監査役会による監査の二重チェック機能が、企業の健全で持続的な成長を確保
し、社会的信頼に応える良質なコーポレート・ガバナンス体制を強化することに有効であるとの判断から、監査役会設置会社を採用しております。

また、当社は、豊富な経験と見識に基づき、社内取締役とは異なる観点からご意見をいただくことにより、当社のコーポレート・ガバナンス及びグ
ループ経営に貢献していただくため、社外取締役を選任しております。

社外取締役は、業務を執行することなく、当社及びグループ全体の経営について、企業統治等の観点から、客観的な意見の陳述及び助言を担当
し、原則として月１回開催される取締役会を通じて、執行役員による業務の執行を監督しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主総会の招集通知の早期発送に努め、法定期間の３営業日前までの発送を目標とし
ております。2023年３月期は、法定期日６月13日の３営業日前までである６月５日に発送
致しました。なお、電子的な公表は、５月29日に当社ホームページに、その翌日に東京証
券取引所の東証上場会社情報サービスに掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定 2023年３月期の定時株主総会を2023年６月27日に開催致しました。

電磁的方法による議決権の行使 2016年３月期の定時株主総会から導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

議決権電子行使プラットフォームについては、2016年３月期の定時株主総会から導入して
おります。

招集通知（要約）の英文での提供 英文の招集通知（要約）を作成し、ホームページに掲載しております。

その他 株主総会において、事業報告等をビジュアル化し、分かり易く説明しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社は、株主、投資家の皆様に対し、透明性、公平性、継続性を基本に迅速

な情報提供に努めます。金融商品取引法及び東京証券取引所の定める規程
に準拠した情報の開示に努めるほか、当社の判断により当社を理解していた
だくために有効と思われる情報につきましても、タイムリーかつ積極的な情報
開示に努めます。

当社のホームページのＵＲＬは、 https://www.maruha-nichiro.co.jp/ であり、当

該ホームページにおいてディスクロージャーポリシーを公表しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

５月と11月の年２回、アナリスト向け決算説明会を開催する予定としておりま

す。
あり

IR資料のホームページ掲載
当社のホームページにおいて、決算情報、アナリスト向け決算説明会資料、

決算情報以外の適時開示資料、有価証券報告書、四半期報告書、招集通

知及びＩＲレポート等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
当社のＩＲ担当部署は、経営企画部であり、ＩＲ事務連絡責任者は経営企画部
長であります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「コーポレート・ガバナンス・ガイドライン」の中で、次のように規定しております。

「当社グループは、さまざまなステークホルダーと公正で良好な関係を構築し、当社グルー
プの持続的な成長と長期的な視野に立った企業価値の向上をめざす。そのため、意思決
定の迅速化を図るとともに、チェック機能の強化を図ることで、経営の健全性、透明性、効
率性を確保することを重要な課題と位置づけ、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組
む。」

詳細については、コーポレート・ガバナンス・ガイドラインをご覧ください。

(https://www.maruha-nichiro.co.jp/corporate/ir/governance/)



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

マルハニチログループは、環境・社会の課題解決に貢献するとともに、持続的な企業価値
の向上を追求します。

詳細については、統合報告書、当社ホームページをご覧ください。

(統合報告書　https://www.maruha-nichiro.co.jp/corporate/sustainability/report/)

(当社ホームページ　https://www.maruha-nichiro.co.jp/)

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

株主には、「ディスクロージャーポリシー」に基づき情報開示を実施しております。

その他

マルハニチログループ健康経営宣言

マルハニチログループは、従業員一人ひとりが心身ともに健康であり、個性や能力を最大
限に発揮できることが企業の発展につながると考えております。

「企業は何よりも人にある」という社訓に基づき「健康経営」を実践するための諸活動を会
社、健康保険組合、従業員が一体となり推進してまいります。

さらには「食」に関するさまざまな事業活動を通じて、世界の人々の健康づくりに資すること
で社会に貢献してまいります。

マルハニチログループダイバーシティ＆インクルージョン行動宣言

マルハニチログループは、価値創造を通じて、成長し続ける企業グループであるために社
会の多様性を尊重する企業文化を作ることで、誰もが自らの強みを存分に発揮し、その能
力を最大限に活かすことができる職場環境づくりに取り組んでまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務並びに当社及び子会社から成る企業集団の
業務の適正を確保するための体制（会社法第362条第４項第６号）

１）当社をはじめグループ各社の役職員が拠って立つべき基本原則及び精神的支柱として、「グループ理念」「グループスローガン」「グループビ
ジョン」「グループ行動指針」及び「社訓」を制定し、当社役員は、グループ内におけるこれらの遵守、浸透を図るため、率先垂範しております。

２）当社は、原則として、定例取締役会を毎月１回開催するとともに、臨時取締役会を必要に応じて随時開催し、経営の意思決定及び執行役員の
業務執行の監督を行っております。

３）社外取締役は、当社及びグループの業務を執行することなく、当社及びグループ全体の経営について、企業統治等の観点から、客観的な意見
の陳述及び助言を担当し、取締役会を通じて、執行役員による業務執行を監督しております。

４）法令違反等を未然に防止するとともに自浄機能を働かせ、社会から信頼される企業グループとして存続することを目的として、グループ全役職
員を対象に、職制を経由することなく直接通報することが可能なグループ内部通報制度を導入し、当社内の通報窓口のほか外部の弁護士事務所
にも通報窓口を設置し運営しております。

５）内部監査を担当する部署が取締役会にて承認された計画に基づき定期的に実施する内部監査を通じて、経営全般にわたる管理・運営の制度
及び業務の遂行状況を合法性と合理性の観点から検証・評価することにより、グループの財産の保全及び経営の効率化を図るとともに、監査結
果を社長をはじめ取締役及び監査役に報告しております。

６）コンプライアンス、品質等の課題に関する経営の意思決定を補佐するものとして各種委員会を設置しております。

７）個々の意思決定及び業務執行に当たっては、法令及び定款への適合性等について関係部署による確認を行っております。

８）重要な意思決定及び業務執行に当たっては、必要に応じて外部の専門家の意見を求めることとしております。

（２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規則第100条第１項第１号）

１）管理報告に関する規程及び内部情報の管理に関する規程を制定し、適時適切な情報収集に努め、取締役会等への報告を行うとともに、重要
情報の対外公表については、取締役会の授権に基づき、広報を担当する部署長が行っております。

２）文書の管理に関する規程を制定し、取締役会議事録等の取締役の職務の執行に係る重要書類を作成の上、保存しております。

３）個人情報の保護に関する規程を制定し、適切な取り扱いに努めております。

４）ＩＴについては、情報セキュリティーの管理に関する規程を制定し、システムの適切な運用に努めております。

（３）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条第１項第２号、第100条第１項第５号ロ）

１）企業集団全体のリスク管理体制及び危機対応体制を整備し継続的改善を図るとともに、危機時における迅速な対応と社会への影響及び企業
集団の損失の極小化を図るため、企業集団全体のリスク管理に関する規程及び危機時における対応に関する規程を制定し、当社にリスク管理を
統括する部署を設置し、その担当役員をリスク管理統括責任者としております。

２）リスク管理を統括する部署において、当社の全部署におけるリスクアセスメントの実施を指示し、その結果に基づきリスク対策実施責任部署を
特定し、その実施状況及び結果を監視し、リスク対策及びリスク管理の継続的な改善を図ることとしております。グループ各社に対しても同様の展
開を図ることとしております。

３）リスク管理を統括する部署において、重大な自然災害や伝染病の蔓延に対応する当社の事業継続計画（ＢＣＰ）を取りまとめ、各部署における
整備及び実施状況を監視し、定期的な演習を行い、事業継続計画（ＢＣＰ）の継続的な改善を図ることとしております。グループ各社に対しても同
様の展開を図ることとしております。

４）企業集団全体のリスク管理に関する規程に基づき、当社各部署及びグループ各社にリスク管理責任者及びリスク管理担当者を置き、重要なリ
スク情報の伝達経路を複数明示して、当社経営層への迅速・確実な伝達を図ることとしております。具体的には、通常の職制を通じた伝達経路の
ほかに、環境・品質に関するリスク情報は当社の環境・品質保証を担当する部署及びリスク管理を統括する部署に、その他のリスク情報は当社の
リスク対策実施責任部署及びリスク管理を統括する部署に、リスク管理責任者の決裁を得ることなくリスク管理担当者から直接伝達し、伝達を受
けた部署において重要性を評価し、当社経営層に伝達することとしております。

５）リスク管理を統括する部署は、重大品質事故、重大環境事故、重大な自然災害、伝染病の蔓延その他企業集団全体として危機対応が必要な
場合には、環境・品質保証を担当する部署又はリスク対策実施責任部署の判断にかかわらず、リスク管理統括責任者を通じて当社社長に対策本
部の設置を上申し、当社社長の指示により対策本部を設置することとしております。なお、危機対応の一切の権限と責任は当社社長にあり、当社
社長は必要に応じてその権限をリスク管理統括責任者に委譲することとしております。

６）対策本部の実働部隊として少人数のタスクチームを設置することとし、タスクチームは当社社長又はリスク管理統括責任者の指揮の下、情報
の収集・分析、対応方針の策定、関係各部署又は関係グループ各社に対する指示及び実施状況の管理を行い、対策本部にその活動を報告する
こととしております。

７）リスク管理を統括する部署は、危機対応に関して定期的な演習を企画・実施して、危機対応体制の継続的な改善を図ることとしております。

（４）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第３号）

１）当社は、執行役員制度を導入して監督と執行を分離することにより、取締役会は独立した客観的立場から、実効性の高い監督を行うこととして
おります。

２）取締役会は、グループの持続的な成長と中長期の企業価値向上を達成するために、経営の基本方針、経営戦略、中期経営計画、年度経営計
画、資本政策等の経営重要事項を決定し、経営陣に具体的な業務執行を委任することとしております。

３）取締役会は、法令で定める事項及び重要な業務執行の決定を除き、代表取締役及び常務以上の役付執行役員で構成される経営会議に対し、
個別の業務執行についての決定を委任することとしております。その区分については、社内規程によって明確にしております。経営会議は、原則と
して週１回開催され、取締役会から委任された事項について迅速な経営の意思決定を行い、重要な事項については取締役会に報告しておりま
す。

（５）当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第４号）

１）当社はじめグループ各社の役職員が拠って立つべき基本原則及び精神的支柱として、「グループ理念」「グループスローガン」「グループビジョ
ン」「グループ行動指」及び「社訓」を制定し、使用人による遵守を期すべく、周知・啓蒙に努めております。

２）法令遵守の重要性について、経営トップが自ら折に触れて使用人に対するメッセージを発しております。

３）使用人が職務の遂行に際し特に留意しておかなければならない法令等を、当該職務を遂行する使用人が点検し、法令等を正しく理解すること
により法令等を遵守する体制を構築しております。

４）内部監査を担当する部署が計画的に内部監査を実施しております。

５）グループ内部通報制度を運営しております。

（６）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第５号（ロを除く。））



１）当社はじめグループ各社の役職員が拠って立つべき基本原則及び精神的支柱として、「グループ理念」「グループスローガン」「グループビジョ
ン」「グループ行動指針」及び「社訓」を制定し、グループ役職員による遵守を期すべく、周知・啓蒙に努めております。

２）法令遵守の重要性について、経営トップが自ら折に触れてグループ役職員に対するメッセージを発しております。

３）主要グループ各社に取締役又は監査役を派遣して、各社の日常の経営をモニタリングするとともに、主要グループ各社の代表者が出席するグ
ループ経営会議を定期的に開催して、企業集団としての目標共有とグループ各社の連携強化を図っております。

４）企業集団の事業を複数のユニットに分別し、その責任者であるユニット長の立案する戦略及び計画に基づき、各ユニットの業務を推進しており
ます。重要案件については、ユニットのみならず企業集団の全体最適を実現すべく、経営会議において審議しております。

５）経営会議に関する規程及び管理報告に関する規程を制定し、企業集団内の重要な情報につき適時適切な収集・伝達に努めるとともに、経営
会議以下の各機関において企業集団に関する事項の審議、決定、承認等を行っております。

６）各機関における審議に先立って、法令遵守の観点から関係部署による確認を行うこととしております。

７）内部監査を担当する部署が計画的にグループ各社に対する内部監査を実施しております。

８）経営企画を担当する部署がグループ各社における内部統制体制の整備状況をモニタリングし、必要に応じて改善を支援することとしておりま
す。

９）グループ内部通報制度を運営しております。

10）コンプライアンス、環境・品質、リスク管理等の経営課題に関して、グループ各社において責任者及び担当者を選任し、連携強化を図っており
ます。

（７）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第
１号）

監査役から求められた場合は、必要に応じて専任の補助すべき使用人を置くこととしております。

（８）補助すべき使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第２号）

専任の補助すべき使用人を置く場合、監査役は、専任の補助すべき使用人の人事異動について事前に報告を受け、人事担当取締役と協議する
ことができることとしております。なお、当該使用人の人事考課は、監査役が行うこととしております。

（９）当社の監査役の補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第３号）

専任の補助すべき使用人を置く場合、当該補助すべき使用人は、他部署の使用人を兼務せず、専ら監査役の指揮命令に従うものとしておりま
す。

（10）当社の監査役に報告をするための体制（会社法施行規則第100条第３項第４号）

１）取締役会及び監査役が出席する各種会議・委員会において、重要事項について報告しております。

２）経営会議に関する規程及び管理報告に関する規程に基づいて作成された各種提案書及び管理報告書を監査役に供覧し、報告しております。

３）当社及びグループ各社の取締役及び使用人は、監査役の定期及び随時のヒアリングに応じ、業務の状況等について報告しております。また、
監査役の職務の執行に資する情報を適宜監査役に報告しております。

４）内部監査を担当する部署は、監査役に対し、当社及びグループ各社の内部監査を実施するに際して、その監査方針を事前に確認し、内部監
査の結果を報告することとしております。

５）主要グループ各社の監査役は、グループ監査役連絡会を通して、監査活動について当社の監査役に報告することにより、監査に関連する情報
を共有することとしております。

（11）監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制（会社法施行規則第100条第３
項第５号）

当社は、当社の監査役に報告を行った当社及びグループ各社の役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行わないものとし
ております。

（12）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第６号）

当社は、当社の監査役の職務の執行について生ずる費用について、監査役が当社に前払又は償還を請求したときは、当該請求に係る費用又は
債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理するものとしております。

（13）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第３項第７号）

監査役会が監査の実施にあたり必要と認めるときは、自らの判断で、弁護士、公認会計士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを利用でき
ることとしております。

（14）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、これらの活動を助長しないこととしておりま
す。この基本的な考え方を「グループ行動指針」に明記し、当社はじめグループ各社の役職員に周知徹底するとともに、平素から関係行政機関及
び警察、弁護士等の専門機関との連携を深め、情報収集に努めております。また、万が一、反社会的勢力から脅威を受けたり、被害を受けるおそ
れのある場合には、組織全体として速やかに対処できる体制を構築しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、これらの活動を助長しないこととしておりま
す。この基本的な考え方を「グループ行動指針」に明記し、当社はじめグループ各社の役職員に周知徹底するとともに、平素から関係行政機関及
び警察、弁護士等の専門機関との連携を深め、情報収集に努めております。また、万が一、反社会的勢力から脅威を受けたり、被害を受けるおそ
れのある場合には、組織全体として速やかに対処できる体制を構築しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

現在は、当社の株主構成等に鑑みて特別の手立ては講じておりませんが、業績向上による企業価値の増大に引き続き努めるとともに、買収者が

出現した場合に市場が混乱し株主及び投資家の利益が不当に損なわれることのないよう必要な手立てを検討してまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

（１）経営者の姿勢・方針の周知・啓蒙等

当社及びグループ会社は、企業の社会的責任を重視し、企業倫理の涵養に努め、企業の透明性を高めるとともに国内外の法令を遵守し、健全な
企業経営を推進していくことを基本方針としております。また、「グループ行動指針」を制定し、その中で、すべての利害関係者が的確な意思決定
を行えるよう、会社業績及び業績に重要な影響を与える情報を適時・適切に開示する旨を定めております。

（２）当社の適時開示に関する特性・リスクの認識・分析

当社グループは、中核となる水産資源事業、加工食品事業、食材流通事業、物流事業を中心に国内外において多角的に事業を推進しているた
め、グループ会社数が多く、事業規模の大きい当社グループにおいて、適正な情報開示が行われない場合、投資家へ与える影響や社会的評価
の低下も懸念されることから、経営企画部、法務・リスク管理部等の関係部署が相互に情報交換並びに開示情報のチェックを行っております。

（３）開示担当組織の整備

当社における適時開示情報の開示は、経営企画部が担当し、経営企画部担当役員の管理の下、経営企画部長が行います。

当社及び国内主要グループ会社においては、「内部情報管理及びインサイダー取引規制に関する規程」及び「マルハニチログループ内部情報管
理及びインサイダー取引規制に関する規程」を整備し、役職員に遵守を求めるとともに適切な運用に努めております。

（４）適時開示手続の整備

１）開示手続及び開示プロセスについて

当社グループにおける適時開示に係る体制、情報開示プロセス等の概要は以下のとおりであります。（適時開示体制の概要に係る模式図は別紙
のとおりであります）

・当社及び主要グループ会社の適時開示対象となる可能性のある経営関連情報（財務関連情報を除く）は、各社規程に基づき、経営企画部に報
告（財務関連情報については、経理部に報告され、同部にて精査の後に経営企画部へ報告）され、適時開示対象となる各種情報については経営
企画部で管理されます。

・当社関係部署やグループ会社より受領した各種情報については、経営企画部が、必要に応じ法務・リスク管理部と協議を行った上で、東京証券
取引所の適時開示基準に準じて適時開示の要否や開示文書の検討を行います。

・適時開示対象となる経営関連情報及び財務関連情報は経営会議事務局である経営企画部を経由して経営会議及び取締役会に報告されます。

・取締役会承認後、経営企画部長は遅滞なく開示（東証でのＴＤｎｅｔ登録、記者会見等）します。なお、緊急性が高い事項（法律に定めのある重要
な事項を除く）については、社内規程に基づき経営会議又は取締役社長の判断により、経営企画部長を通じて開示します。

２）整備した手続の周知徹底

経営会議、取締役会への報告基準や内部情報管理に関する規程を定め運用しております。

（５）適時開示体制を対象としたモニタリングの整備

経営者の業務執行については、経営から独立した立場である監査役が取締役会、経営会議等に出席し、また、必要に応じ各取締役よりヒアリング
等を実施することにより業務執行の適正性を監査しており、この監査を通して、適時開示体制の整備・運用についてもモニタリングが行われており
ます。

当社各部署については、監査部による内部監査が実施され、業務執行の適正性を監査することを通して適時開示体制の整備・運用についてもモ
ニタリングが行われております。
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